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平成 24年１月 31日 

各 位 

会社名 株式会社 JBISホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 内池 正名 

(コード番号 3820 東証第一部) 

問合せ先 取締役 本多 修 

(TEL 03-3630-7014) 

子会社及び持分法適用関連会社の異動（株式譲渡） 、 
当社子会社における事業再構築並びに業績予想の修正に関するお知らせ 

当社は、平成 24 年１月 31 日開催の取締役会において、当社の子会社である日本証券代行株式会社（以下 

「日本証券代行」といいます。）の発行済普通株式の全て及び当社の持分法適用関連会社である新潟証券株式 

会社（以下「新潟証券」といいます。）の発行済普通株式の一部をそれぞれ譲渡することを決議いたしました 

ので、下記の通りお知らせいたします。 

また、日本証券代行の発行済普通株式の譲渡にあわせ、①同日開催の日本証券代行及び同じく当社の子会 

社である日本電子計算株式会社（以下「日本電子計算」といいます。）それぞれの取締役会において、同日付 

で日本証券代行を吸収分割会社、日本電子計算を吸収分割承継会社とする吸収分割契約を締結すること、並 

びに②同日開催の日本証券代行の取締役会において、希望退職者の募集を行うことを決議いたしました。 

なお、日本証券代行及び新潟証券の発行済普通株式の譲渡並びに日本証券代行における希望退職者の募集 

に伴い、平成 24年３月期通期の当社連結業績予想数値に修正が生じましたので、あわせて下記の通りお知ら 

せいたします。 

記 

Ⅰ．日本証券代行株式会社（子会社）の発行済普通株式の譲渡 

１．株式譲渡の理由 

当社は、昭和 25 年設立の日本証券代行及び昭和 37 年設立の日本電子計算の共同株式移転により平成 

18 年 10 月に設立されました。その後、日本証券代行及び日本電子計算の持つ経営資源を効果的に集約 

し、時代の要請に機動的かつ弾力的に対応できる強い企業体質の構築を目指してまいりました。 

しかしながら、昨今、とりわけ日本証券代行を取り巻く経営環境は株券電子化に象徴される通り劇的 

に変化しており、今後もより一層厳しい状況が続くことが予想されていることから、本日別途公表いた 

しました「株式会社エヌ・ティ・ティ・データによる当社株券に対する公開買付けに関する賛同意見表 

明のお知らせ」に記載の株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（以下「公開買付者」といいます。）による 

当社普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が実施されることを機に、当社 

は、日本証券代行における証券代行業務を中心とした金融商品取引業務を戦略的に成長させることを目 

的として、住友信託銀行株式会社（平成 24年４月１日付で商号を「三井住友信託銀行株式会社」に変更 

予定であるとのことであり、以下「住友信託銀行」といいます。）及び日本証券金融株式会社（以下「日 

本証券金融」といいます。）に当社が保有する日本証券代行の発行済普通株式の全てを譲渡することにつ
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いて、株式譲渡契約を締結いたしました。 

２．異動する子会社の概要 

（１） 名 称 日本証券代行株式会社 

（２） 所 在 地 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 福山 登志彦 

（４） 事 業 内 容 証券代行業務、証券事務管理業務、金融商品取引業務 

（５） 資 本 金 500 百万円（平成 23年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 25年９月 13日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社ＪＢＩＳホールディングス 100％ 

資 本 関 係 当社の完全子会社であります。 

人 的 関 係 

当社取締役の内２名が当該会社の取締役を、 当社監査役の 

内２名が当該会社の監査役を兼任しております。 

また、当該会社の従業員が当社に出向しております。 （８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

取 引 関 係 

当社が当該会社に対して株主名簿管理人業務を委託して 

おります。また、当社が当該会社に対して経営指導を行っ 

ております。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 21年３月期 平成 22年３月期 平成 23年３月期 

純 資 産 8,272 百万円 6,260 百万円 5,289 百万円 

総 資 産 11,664 百万円 8,473 百万円 6,966 百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 840.82 円 636.36 円 537.60 円 

営 業 収 益 8,339 百万円 4,079 百万円 3,497 百万円 

営 業 利 益 △1,097 百万円 △1,601 百万円 △527 百万円 

経 常 利 益 △941 百万円 △1,509 百万円 △437 百万円 

当 期 純 利 益 △2,426 百万円 △2,309 百万円 △492 百万円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △246.63 円 △234.73 円 △50.08 円 

１ 株 当 た り 配 当 金 117.39 円 18.20 円 18.20 円 

３．株式譲渡先の概要 

・住友信託銀行 

（１） 名 称 住友信託銀行株式会社 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番 33号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役会長 兼 取締役社長 常陰 均 

（４） 事 業 内 容 信託業務、銀行業務 

（５） 資 本 金 3,420 億円（平成 23年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 大正 14年７月 28日 

（７） 純 資 産 11,479 億円（平成 23年３月31日現在） 

（８） 総 資 産 201,027 億円（平成 23年３月 31日現在） 

（９） 大株主及び持株比率 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 100％
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資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、 記載すべき資本関係はありま 

せん。 

なお、当該会社は、当該会社の子会社であり、当社の子会 

社である日本証券代行の持分法適用会社である日本ＴＡ 

ソリューション株式会社 （以下 「日本ＴＡソリューション」 

といいます。）の発行済株式総数の 80％を保有しておりま 

す。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、 記載すべき人的関係はありま 

せん。 

なお、当該会社の子会社であり、当社の子会社である日本 

証券代行の持分法適用会社である日本ＴＡソリューショ 

ンに、当該会社から取締役３名及び監査役２名、当社の子 

会社である日本証券代行から取締役１名及び監査役１名 

の役員を派遣しているほか、 当社の子会社である日本証券 

代行の従業員が出向しております。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、 記載すべき取引関係はありま 

せん。 

なお、当社の子会社である日本証券代行は、当該会社より 

有価証券に係る事務等を受託しております。また、当社の 

子会社である日本証券代行は、当該会社の子会社であり、 

当社の子会社である日本証券代行の持分法適用会社であ 

る日本ＴＡソリューションに、 証券代行業務に係るシステ 

ムサービス等を委託しております。 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

関連当事者へ 

の 該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

なお、当該会社の子会社である日本ＴＡソリューション 

は、 当社の子会社である日本証券代行の持分法適用会社に 

該当いたします。 

・日本証券金融 

（１） 名 称 日本証券金融株式会社 

（２） 所 在 地 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 増渕 稔 

（４） 事 業 内 容 貸借取引業務、金銭及び有価証券の貸付業務、有価証券等管理業務 

（５） 資 本 金 10,000 百万円（平成 23年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和２年７月８日 

（７） 純 資 産 114,927 百万円（平成23年３月 31日現在） 

（８） 総 資 産 7,078,138 百万円（平成 23年３月 31日現在） 

（９） 
大株主及び持株比率 

（平成23年９月30日現在） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 14.09％ 

NORTHERN TRUST GLOBAL SERVICES LTD RE 

NORWEGIAN CLIENTS ACCOUNT 6.09％ 

株式会社みずほコーポレート銀行 4.66％ 

公益財団法人資本市場振興財団 3.76％
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株式会社みずほ銀行 3.30％ 

資 本 関 係 
当該会社は当社の発行済株式総数（32,789,400 株）の 

32.27％ （発行済株式 10,579,727 株） を保有しております。 

人 的 関 係 
当該会社の顧問１名が当社の取締役を、 当該会社の取締役 

１名が当社の監査役を兼任しております。 

取 引 関 係 

当該会社は、 当社の子会社である日本電子計算と業務委託 

契約に基づく取引を行っており、また、当社の子会社であ 

る日本証券代行に証券代行業務を委託しております。 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

関連当事者へ 

の 該 当 状 況 

当該会社は当社のその他の関係会社であるため、 関連当事 

者に該当いたします。 

４．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

（１） 譲渡前の所有株式数 

9,838,000 株 

（議決権の数：19,676 個） 

（所有割合 ：100％） 

（２） 譲 渡 株 式 数 

9,838,000 株 

（内、住友信託銀行：8,372,138 株、日本証券金融：1,465,862 株） 

（議決権の数：19,675 個 

（内、住友信託銀行：16,744 個、日本証券金融：2,931 個） ） 

（発行済株式数に対する割合：100.0％ 

（内、住友信託銀行：85.1％、日本証券金融：14.9％） ） 

（譲渡総額 ：1,200 百万円 

（内、住友信託銀行：1,021 百万円、日本証券金融：179 百万円） ） 

（３） 譲渡後の所有株式数 

0株 

（議決権の数：0個） 

（所有割合 ：0％） 

５．株式譲渡の日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 平成 24年１月 31日 

（２） 株式譲渡契約締結日 平成 24年１月 31日 

（３） 株 式 譲 渡 期 日 平成 24年４月２日（予定） 

６．業績に与える影響 

日本証券代行の株式譲渡に伴い、 平成 23年 11 月２日公表いたしました平成 24年３月期通期の当社連 

結業績予想数値を「Ⅳ．業績予想の修正」に記載の通り修正いたしております。
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Ⅱ．新潟証券株式会社（持分法適用関連会社）の発行済普通株式の譲渡 

１．株式譲渡の理由 

当社は、本公開買付けを実施するに際して公開買付者と協議を行った結果、金融商品取引業務を営む 

日本証券代行の発行済普通株式の全てを譲渡することに伴い、当社グループにおける金融商品取引業務 

を営む関連会社の位置づけを見直す必要性があると判断し、 「I. 日本証券代行株式会社（子会社）の発 

行済普通株式の譲渡」記載の事項に加え、新潟証券を当社の持分法適用関連会社から除外することを目 

的として、株式会社富有社（以下「富有社」といいます。）に当社が保有する新潟証券の普通株式の一部 

を譲渡することについて、株式譲渡契約を締結いたしました。 

２．異動する持分法適用関連会社の概要 

（１） 名 称 新潟証券株式会社 

（２） 所 在 地 新潟県長岡市城内町三丁目８番地 26 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役社長 小倉 康久 

（４） 事 業 内 容 
有価証券の売買、媒介、取次又は代理、有価証券の引受け、売出し、有価 

証券の募集、売出しの取扱い 

（５） 資 本 金 600 百万円（平成 23年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 27年８月８日 

（７） 大株主及び持株比率 
株式会社第四銀行 47.72％ 

株式会社ＪＢＩＳホールディングス 21.76％ 

３．株式譲渡先の概要 

（１） 名 称 株式会社富有社 

（２） 所 在 地 新潟県新潟市中央区本町通５番町 224 番地１ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 伊藤 健一 

（４） 事 業 内 容 損害保険及び生命保険代理店業 

（５） 資 本 金 10 百万円（平成 23年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 25年 11 月 11 日 

４．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

（１） 譲渡前の所有株式数 

860,000 株 

（議決権の数：860 個） 

（所有割合 ：21.76％） 

（２） 譲 渡 株 式 数 

100,000 株 

（議決権の数：100 個） 

（自己株式を除く発行済株式数に対する割合：2.53％） 

（譲渡価額 ：55百万円） 

（３） 譲渡後の所有株式数 

760,000 株 

（議決権の数：760 個） 

（所有割合 ：19.23％） 

（注）所有割合は、自己株式を除く発行済株式数に対する割合を記載しております。
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５．株式譲渡の日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 平成 24年１月 31日 

（２） 株式譲渡契約締結日 平成 24年１月 31日 

（３） 株 券 引 渡 期 日 平成 24年２月３日（予定） 

６．業績に与える影響 

新潟証券の株式譲渡に伴い、 平成23年 11 月２日公表いたしました平成 24年３月期通期の当社連結業 

績予想数値を「Ⅳ．業績予想の修正」に記載の通り修正いたしております。 

Ⅲ．日本証券代行株式会社における事業再構築 

●日本証券代行株式会社と日本電子計算株式会社の吸収分割 

１．本件吸収分割の目的 

当社グループでは、平成 23年４月１日を効力発生日として、株式会社ＪＢＩＳビジネスサービス（以 

下「ＪＢＩＳビジネスサービス」といいます。）を吸収分割会社、日本電子計算を吸収分割承継会社とす 

る吸収分割等を内容とする組織再編を実施いたしました。これにより、従前はＪＢＩＳビジネスサービ 

スが行っていた業務サービス事業を日本電子計算が承継することとなりました。 

当該業務サービス事業につきましては、現状、その一部の機能が日本証券代行に残っている状況とな 

っていることから、今回の日本証券代行の株式譲渡を機に、日本証券代行を吸収分割会社、日本電子計 

算を吸収分割承継会社とする吸収分割（以下「本件吸収分割」といいます。）を実施することによって、 

日本証券代行が行う当該業務サービス事業を含むＢＰＯ業務等に係る事業を日本電子計算が承継するこ 

とで、ＢＰＯ業務等に係る事業については日本電子計算が一元的に提供できる体制を構築することとな 

りました。 

なお、本件吸収分割は、当社の完全子会社間の会社分割であるため、開示内容を省略しております。 

２．本件吸収分割の要旨 

（１）本件吸収分割の日程 

当社取締役会（グループ内組織再編実施の決議） 平成 24年１月 31日 

吸収分割契約承認取締役会・契約締結（日本証券代行、日本電子計算）平成 24年１月 31日 

本件吸収分割の効力発生日 平成 24年４月１日（予定） 

（２）本件吸収分割の方式 

日本証券代行を吸収分割会社、日本電子計算を吸収分割承継会社といたします。 

（３）本件吸収分割に係る割当ての内容 

日本証券代行及び日本電子計算は当社の完全子会社であるため、本件吸収分割に際して、対価の割当 

てを行いません。 

（４）本件吸収分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。
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（５）本件吸収分割により増減する資本金 

資本金の変動はありません。 

（６）吸収分割承継会社が承継する権利義務 

日本電子計算は、本件吸収分割に際して、日本証券代行及び日本電子計算の間で締結された平成 24 

年１月 31日付吸収分割契約に基づき、証券受渡業務、代理受渡業務、保管業務、事務代行業務、ＢＰ 

Ｏ業務（メーリング業務及び日本証券代行から日本電子計算に委託しているプリンティング業務を除 

く。）及び計算会社・代行会社業務（ＡＳＰ業務を除く。）に係る事業に関する契約上の地位その他 

の権利義務を承継いたします。なお、日本電子計算による日本証券代行の債務の承継は、免責的債務 

引受けの方法によります。 

（７）分割する事業部門の概要 

(i) 分割する部門の事業内容 

日本証券代行における証券受渡業務、代理受渡業務、保管業務、事務代行業務、ＢＰＯ業務 

（メーリング業務及び日本証券代行から日本電子計算に委託しているプリンティング業務を 

除く。）及び計算会社・代行会社業務（ＡＳＰ業務を除く。）に係る事業 

(ii) 分割する部門の経営成績 （単位：百万円） 

分割部門（a） 平成 23年３月期実績（b） 比率（a/b） 

売 上 高 750 1,276 58.8％ 

営 業 利 益 30 62 48.4％ 

(iii) 分割する資産、負債の項目及び金額 

分割する資産、負債はございません。 

（８）債務履行の見込み 

日本証券代行及び日本電子計算は、資産が負債を上回っており、本件吸収分割後も債務の履行を担保 

するに足りる責任財産を有しているとともに、収益状況についても、負担すべき債務の履行に支障を 

及ぼすような事態が現在のところ想定されていないことから、本件吸収分割の効力発生日後の各社の 

債務の履行にも問題はないものと判断しております。 

３．当事会社の概要 

（１） 名 称 日本証券代行株式会社 日本電子計算株式会社 

（２） 所 在 地 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２ 

番４号 
東京都江東区福住二丁目５番４号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 福山 登志彦 代表取締役社長 佐々木 敏一 

（４） 事 業 内 容 
証券代行業務、証券事務管理業務、 

金融商品取引業務 

情報処理サービス、ソフトウェアの開 

発・販売 

（５） 資 本 金 
500 百万円 

（平成 23年３月 31日現在） 

2,460 百万円 

（平成 23年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 25年９月 13日 昭和 37年 12 月３日 

（７） 純 資 産 
5,289 百万円 

（平成 23年３月 31日現在） 

14,002 百万円 

（平成 23年３月 31日現在） 

（８） 総 資 産 
6,966 百万円 

（平成 23年３月 31日現在） 

26,296 百万円 

（平成 23年３月 31日現在）
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（９） 大株主及び持株比率 
株式会社ＪＢＩＳホールディングス 

100％ 

株式会社ＪＢＩＳホールディングス 

100％ 

（10） 発 行 済 株 式 総 数 9,838 千株 20,000 千株 

（11） 決 算 期 ３月 31日 ３月 31日 

４．本件吸収分割後の状況 

本件吸収分割後における日本電子計算の商号、所在地、代表者の役職・氏名、資本金及び決算期に変 

更はありません。 

なお、日本証券代行については、「I. 日本証券代行株式会社（子会社）の発行済普通株式の譲渡」に 

記載の通り、本件吸収分割の効力発生後の平成 24年４月２日に、住友信託銀行及び日本証券金融に当社 

が保有する日本証券代行の発行済普通株式の全てを譲渡することを予定しております。 

５．業績に与える影響 

本件吸収分割に伴う平成 24年３月期通期の当社連結業績予想数値に与える影響は軽微です。 

●日本証券代行株式会社における希望退職者の募集 

１．希望退職者募集の理由 

株券電子化という大きな制度変更以降も、証券市場の低迷や同業他社との競合激化などにより、日本 

証券代行を取巻く経営環境は極めて厳しい状況にあり、事業の選択と集中や組織再編後の事業展開に適 

した要員体制を実現するため、下記の通り「希望退職者募集」を実施することといたしました。 

２．希望退職者募集の概要 

（１） 募 集 対 象 者 平成 24年 1月 31 日現在で満年齢 35歳以上 60歳未満の社員 

（２） 募 集 人 員 20 名程度 

（３） 募 集 期 間 平成 24年 3月 1日～平成 24年 3月 5日 

（４） 退 職 日 平成 24年 3月 30 日 

（５） 

優 遇 措 置 

①本制度適用者には、退職慰労金のほか、退職特別加算金を支給する。 

②本制度適用にあたり、再就職活動支援を希望する者に対し、外部の再就 

職支援会社による再就職支援を行う。 

３．業績に与える影響 

日本証券代行における希望退職者の募集に伴い、 平成 23年 11 月２日に公表いたしました平成 24年３ 

月期通期の当社連結業績予想数値を「Ⅳ．業績予想の修正」に記載の通り修正いたしております。
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Ⅳ．業績予想の修正 

１．平成 24年３月期通期連結業績予想数値の修正（平成 23年４月１日～平成 24年３月 31日） 

連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 
連結当期純利 

益 

１株当たり 

連結当期純利 

益 

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前 回 発 表 予 想 （Ａ） 36,000 200 1,000 200 6.13 

今 回 修 正 予 想 （Ｂ） 35,000 0 700 △3,300 △101.13 

増 減 額（Ｂ-Ａ） △1,000 △200 △300 △3,500 

増 減 率（％） △2.8 ― △30.0 ― 

（ ご 参 考 ） 前 期 連 結 実 績 

（平成 23 年３月期） 
37,707 157 1,728 △618 △18.96 

２．修正の理由 

「Ⅰ．日本証券代行株式会社（子会社）の発行済普通株式の譲渡」に記載の通り、当社が保有する日 

本証券代行の発行済普通株式の全てを住友信託銀行及び日本証券金融に譲渡することにより、子会社株 

式売却損に伴う特別損失を約 2,900 百万円計上すること、 「Ⅱ． 新潟証券株式会社 （持分法適用関連会社） 

の発行済普通株式の譲渡」に記載の通り、当社が保有する新潟証券の発行済普通株式の一部を富有社に 

譲渡することにより、関連会社株式売却損に伴う特別損失を約 86百万円計上すること、及び「Ⅲ．日本 

証券代行株式会社における事業再構築」内の「日本証券代行株式会社における希望退職者の募集」に記 

載の通り、日本証券代行において希望退職者の募集等を実施することにより、希望退職者募集等に係る 

特別損失を約 87 百万円計上することに伴い、平成 23年 11 月２日に公表いたしました平成 24 年３月期 

通期の当社連結業績予想数値を上記の通り修正いたしております。 

以 上
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（添付資料：株式会社ＪＢＩＳホールディングスにおける資本・事業再構築に関する説明資料） 

以下の説明資料には、本適時開示（「子会社及び持分法適用関連会社の異動（株式譲渡）、当社子会社に 

おける事業再構築並びに業績予想の修正に関するお知らせ」）に記載いたしました内容に加え、株式会社エ 

ヌ・ティ・ティ・データ（以下「公開買付者」といいます。）による当社普通株式に対する公開買付け（以 

下「本公開買付け」といいます。）に関する内容が含まれております。本公開買付けの詳細等につきまして 

は、本日別途公表いたしました「株式会社エヌ・ティ・ティ・データによる当社株券に対する公開買付けに 

関する賛同意見表明のお知らせ」をご参照下さい。 

また、本日開催の当社取締役会において、自己株式の取得及び期末配当予想の修正に係る決議を合わせて 

実施しております。詳細につきましては、本日別途公表いたしました「自己株式の取得に関するお知らせ」 

及び「平成 24年３月期 期末配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

なお、本公開買付けの結果により、公開買付者及び日本証券金融株式会社が当社の発行済株式の全てを取 

得するために必要な手続き（全部取得条項付種類株式方式による二段階買収）に係る各種適時開示を当社が 

行う場合があります。詳細につきましては、本日別途公表いたしました「株式会社エヌ・ティ・ティ・デー 

タによる当社株券に対する公開買付けに関する賛同意見表明のお知らせ」をご参照下さい。 

●本日の適時開示の主な内容（サマリー） 

【下記事項にかかる取締役会決議及び適時開示（2012/1/31）】 

ü 子会社及び持分法適用関連会社株式の異動 
ü 子会社における事業再構築（吸収分割、希望退職者の募集） 
ü  NTTデータによる公開買付け（TOB）に関する賛同意見表明 

※上記の他に、業績予想の修正、自己株式の取得、及び期末配当予想の修正にかかる取締 
役会決議及び適時開示をいたしております。 

日本証券金融  NTTデータ 

32.7％ 

21.8％ 100％ 100％ 

住友信託銀行 

富有社 

日本 
証券代行 

分
割

事
業

 

日本電子計算 

第四銀行 
その他 
株主 

その他株主 

JBIS 
ホールディングス 

47.7％  30.5％ 

1.3％ 66.0％ 

日本証券代行（子会社）株式の売却 

株式譲渡契約締結日：  1/31 
株式譲渡実施日： 4/2（予定） 

BPO事業等にかかる吸収分割 

吸収分割契約締結日：  1/31 
吸収分割効力発生日： 4/1（予定） 

新潟証券（持分法適用関連会社） 
株式の一部売却 

株式譲渡契約締結日：  1/31 
株式譲渡実施日：  2/3（予定） 

NTTデータによる当社普通株式に対する公開買付け 
（日本証券金融保有分を含めて買付） 

公開買付けに関する覚書締結日：  1/31 
公開買付期間：  2/1～3/16（予定） 

公開買付けにかかる決済日：  3/23（予定） 

日本証券代行における 
希望退職者の募集 

希望退職者の募集にかかる取締役会決議：  1/31 
希望退職募集期間：  3/1～3/5（予定） 
退職日：  3/30（予定） 

新潟証券 

① 

② 

③ 

⑤ 

④ 

100％譲渡 

吸収分割 退職 

TOB 

約2.5％譲渡
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●本日以降の主なイベント 

【公表日（平成 24 年１月 31 日）から公開買付期間の末日（平成 24 年３月 16 日）まで】 

【公開買付け決済日（平成 24 年３月 23 日）】 

日本証券金融  NTTデータ 

32.7％ 

100％ 

日本 
証券代行 

分
割

事
業

 

日本電子計算 

その他株主 

JBIS 
ホールディングス 

1.3％ 66.0％ 

新潟証券（持分法適用関連会社） 

株式の一部売却 

株式譲渡実施日：2/3（予定） 

希望退職募集期間： 3/1～3/5（予定） 

① 

①新潟証券（持分法適用関連会社）株式の一部売却の実施 
② NTTデータによる当社普通株式に対する公開買付期間中 

③日本証券代行における希望退職者の募集期間中 

新潟証券 

2.5％ 

富有社 第四銀行 
その他 

株主 

47.7％  30.5％ 

19.2％ 

日本証券代行における 
希望退職者の募集 

② 

NTTデータによる当社普通株式に対する公開買付け 
（日本証券金融保有分を含めて買付） 

公開買付期間：  2/1～3/16（予定） 

w 新潟証券株式の一部売却により、新潟 
証券は当社の持分法適用関連会社から 
外れることとなります 

TOB 

100％ 

住友信託銀行 

③ 

約2.5％譲渡 

日本証券金融  NTTデータ 

100％ 

日本電子計算 

その他株主 

JBIS 
ホールディングス 

②公開買付け決済日（公開買付け成立時） 

新潟証券 新潟証券 

19.2％ 

NTTデータによる当社普通株式に対する公開買付け 
（日本証券金融保有分を含めて買付） 

公開買付けにかかる決済日：  3/23（予定） 

50.0％超 最大19.9％  50.0％未満 

w 公開買付けが成立した場合、当社は 
NTTデータの連結子会社となります 

100％ 

住友信託銀行 

日本 

証券代行 

分
割

事
業

 

日本 

証券代行 

分
割

事
業

 

②
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【公開買付け決済後（平成 24 年３月 24 日）から日本証券代行株式の譲渡（平成 24 年４月２日）まで】 

●本日以降の主なスケジュール 

以上 

NTTデータ その他株主 

JBIS 
ホールディングス 

③日本証券代行における希望退職者にかかる退職日 
④BPO事業等にかかる吸収分割の効力発生 

⑤日本証券代行（子会社）株式の売却の実施 

新潟証券 新潟証券 

50.0％超 最大19.9％  50.0％未満 

85.1％ 

BPO事業等にかかる吸収分割 

吸収分割効力発生日：4/1（予定） 

④ 

日本証券代行（子会社） 

株式の売却 

株式譲渡実施日：4/2（予定） 

日本 
証券代行 

日本電子計算 

100％ 

住友信託銀行 

日本証券金融 

14.9％ 

w 日本証券代行の株式の全部を譲 
渡することにより、日本証券代行 
は当社の子会社から外れ、住友信 
託銀行の連結子会社となります 

w 吸収分割の効力発生により、当社におけるBPO事業等は日本電子計算 

に一元化されることとなります 

⑤  100％譲渡 

吸収分割 

19.2％ 

③ 
退職 

分
割

事
業

 日本証券代行における 
希望退職者の募集 

退職日： 3/30（予定） 

• 日本証券代行における希望退職者の退職日 2012年3月30日（予定） 

• 公開買付期間 2012年2月1日～3月16日（予定） 

• 日本証券代行における希望退職者の募集期間 2012年3月1日～3月5日（予定） 

• BPO事業等にかかる吸収分割の効力発生 2012年4月1日（予定） 

• 公開買付け結果にかかる適時開示 2012年3月17日（予定） 

• 日本証券代行（子会社）株式の売却の実施 2012年4月2日（予定） 

• 公開買付け決済（公開買付け成立時） 2012年3月23日（予定） 

• 自己株式の取得の実施 2012年2月6日（予定） 

• 新潟証券（持分法適用関連会社）株式の一部売却の実施 2012年2月3日（予定） 

• 子会社及び持分法適用関連会社株式の異動 
–  取締役会決議（日本証券代行及び新潟証券にかかる株式譲渡契約締結） 
–  適時開示 

• 子会社における事業再構築（BPO事業等における吸収分割、希望退職者の募集） 
–  取締役会決議（吸収分割契約締結（日本証券代行・日本電子計算）及び希望退職者募集の実施 

（日本証券代行）にかかる機関決定） 
–  適時開示 

• NTTデータによる公開買付けに関する賛同意見表明 
–  取締役会決議（公開買付けに関する覚書締結、意見表明にかかる機関決定） 
–  適時開示 

• 業績予想の修正、自己株式の取得、及び期末配当予想の修正にかかる取締役会及び適時開示 

2012年1月31日 

当社にかかる主なイベント 日程 

• 日本証券代行における希望退職者の退職日 2012年3月30日（予定） 

• 公開買付期間 2012年2月1日～3月16日（予定） 

• 日本証券代行における希望退職者の募集期間 2012年3月1日～3月5日（予定） 

• BPO事業等にかかる吸収分割の効力発生 2012年4月1日（予定） 

• 公開買付け結果にかかる適時開示 2012年3月17日（予定） 

• 日本証券代行（子会社）株式の売却の実施 2012年4月2日（予定） 

• 公開買付け決済（公開買付け成立時） 2012年3月23日（予定） 

• 自己株式の取得の実施 2012年2月6日（予定） 

• 新潟証券（持分法適用関連会社）株式の一部売却の実施 2012年2月3日（予定） 

• 子会社及び持分法適用関連会社株式の異動 
–  取締役会決議（日本証券代行及び新潟証券にかかる株式譲渡契約締結） 
–  適時開示 

• 子会社における事業再構築（BPO事業等における吸収分割、希望退職者の募集） 
–  取締役会決議（吸収分割契約締結（日本証券代行・日本電子計算）及び希望退職者募集の実施 

（日本証券代行）にかかる機関決定） 
–  適時開示 

• NTTデータによる公開買付けに関する賛同意見表明 
–  取締役会決議（公開買付けに関する覚書締結、意見表明にかかる機関決定） 
–  適時開示 

• 業績予想の修正、自己株式の取得、及び期末配当予想の修正にかかる取締役会及び適時開示 

2012年1月31日 

当社にかかる主なイベント 日程


